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 当委員会は、本年９月から計５回にわたり、平成２８年度保険料率の議論を行って

きた。この議論の中では、下記のような意見となった。 

・ ４月納付分からの変更については異論がなかった。 

・ 平均保険料率については、維持と引下げの意見に分かれた。 

・ 激変緩和率については、現行の激変緩和措置の期限を前提として、平均保険料

率維持の意見の下では均等引上げに異論がない一方で、平均保険料率引下げの意

見の下では当面ゆるやかな引上げと均等引上げに分かれた。 

 

 理事長におかれては、これまでの当委員会における議論も踏まえた上で、平成２８

年度の平均保険料率の設定を適切に行うとともに、平成２８年度の激変緩和率に係る

厚生労働省に対する必要な要請を行うこととしていただきたい。 

 

 なお、平均保険料率についての維持と引下げの意見の理由は、以下のとおりである。 

 引下げ： 

 ・ 中小企業の経営状況は依然として改善しておらず、引き下げられるときには引

き下げるべきである。 

 ・ 加入者や事業主に対して、下げられるときには保険料率を下げるというメッセ

ージを送ることが重要である。 

 ・ 引き上げる必要があるときは引き上げることについての理解を得た上で、単年

度の収支が均衡するよう、引き下げられるときは引き下げるべきである。 

 

維持： 

 ・ 協会財政の赤字構造は変わっておらず、また医療費の動向等について不確定な 
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要素が多い。さらに加入者一人当たり医療費及び平均標準報酬月額の対前年度比

の推移（実績）をみると、例えばここ３ヶ年では、平成２５年度は１.６％に対し

０.３％、平成２６年度は１.９％に対し０.７％、平成２７年４月～８月は２.９％

に対し０.９％となっており、いずれも医療費の伸びが平均標準報酬月額の伸びを

上回っている。このような視点から、長い期間にわたって安定的な保険料率で運

営していくことが必要である。 

 ・ 協会けんぽは財政の不安定性を常に内在していることや、２２年度から３年連

続で引き上げ、それ以降続いている現行の１０％という料率はすでに負担の限界

であり、平均保険料率１０％を維持し、中長期的に安定的な運営ができる水準に

したほうがよい。 

 ・ 現行の１０％という保険料率はすでに負担の限界であり、これを超えないよう

な運営をしていくべきである。 

 ・ 保険料率を引き上げることは容易にはできないため、現在の収支がよいからと

いう理由で引き下げることには慎重であるべきである。 
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